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はじめに 
 
 日本ではデミング博士の名は、戦後日本の「ものづくり」で品質と生産性に目覚しい向

上をもたらした、デミング賞として有名なＴＱＣ（Total Quality Control）の専門家とし

てだけ知られている。80 年代には、日本は高度経済成長をとげ「もうアメリカから学ぶも

のは何もない」と豪語していた。ちょうどその頃、デミング博士はアメリカで、製造業だ

けではなくサービス業を含めたすべての業界や、米国連邦政府などの非営利組織体にも応

用可能な、あらゆる組織体の競争力を強化する方法を全米に広げ、今日の米国の国際競争

力を著しく高めた功績を残された。しかしその事実は、驚くほど日本では知られていない。 

 著者は 1965 年にアメリカにわたり、1997 年に帰国するまで 32年間米国に滞在した。 そ

の間、ニューヨーク大学でデミング先生から統計学をまなび、学位を取得し、1986 年から

1993 年までデミング４日間セミナーで助手をつとめ、米国が国際競争力を回復していく活

動の中心にいて、詳しく体験するという千載一遇の機会にめぐまれた。この小論文はその

体験に基づいて書かれたものである。 

 
日本の国際競争力 
 
 スイスのビジネススクールのＩＭＤによると、日本の国際競争力のランクは 1989年から
1993年まで１位だったが、２００２年ではそれが、３０位にまで下がっている。そして、
日本の労働者の生産性はＯＥＣＤ２８カ国中１９位、先進７カ国中最下位である。ところ

が良く見ると、日本の製造業の国際競争力は米国に次いで２位と、高ランクを保っている

のである。 
 社会経済生産性本部によると、農林水産業、建設、サービスなどの分野が、全体の労働

生産性を下げている。 特に米国との比較において言うならば、ハイテク産業などの輸出

型製造業の生産性はアメリカより高く、アメリカの 1.2倍であるのに対して、サービス業等
の生産性はアメリカの 0.6倍となっている。 
 今までの日本に於ける国際競争力に関する論文の殆ど全てが日本国内の現象を中心とし、

日本に視点を置いた観察であるのに対して、当論文は視点をアメリカに置き、アメリカの

国際競争力が８０年代後半から９０年代にかけて、かくも急激な回復をとげた原因を究明
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する。 
 
アメリカに於けるデミング博士１） 

 
 第二次大戦後、日本が戦後の復興を成し遂げるに当たっていくつかの根本的な障害があ

った。識者が集まって日本の再建を議論した時、日本は資源の乏しい国であるので、日本

の産業を復活させるには諸外国から原材料を購入し、製品化し、それを輸出する以外にな

いという結論になったのだが、一つ困難な障害があった。それは日本製品の品質が悪くて、

売れないという事実である。そこで品質を向上させるために、世界最高級の品質のエクス

パートに指導を受けようということで、１９５０年にデミング博士を日本に招聘した。 デ

ミング博士の教えを忠実に守った日本人は、高品質な製品を作り始めた。 それ以後の日

本の長期にわたる経済成長は、デミング博士の貢献を抜きにしては果たし得なかった事は

周知の事実である。  
 日本の高度成長と反比例して、アメリカには日本からの輸入品が徐々に増えて行き、数

多くの企業が一つづつ消えて行き、更には次から次へと、一つの産業全体が全く米国から

姿を消していったのである。失業者は巷にあふれ、アメリカの将来は暗く、絶望感さえあ

った。ハワイやカリフォルニア州がもうじき日本人の手に落ちるとかいう話さえ、まこと

しやかに伝えられた程である。 
日本製品の高品質の原因を究明すべく、多くのアメリカ人の使節団が日本に派遣された。

彼等は政府、学校、会社、中でも、工場等を見学したりした。ところがどの工場に行って

もデミングというアメリカ人の名前を聞かされ、探して見たところ、ワシントンＤ．Ｃ．

のホワイトハウスから程遠くない所に住んでいてニューヨーク大学に週 1 回統計学を教え
るために飛行機でニューヨークに通っている統計学者が、その人であるという事を突き止

めた。 
この話を聞いたテレビのプロデユーサー達が、「アメリカでは全く無名の統計学者が日本

では神様のように崇められている。これはすばらしいテレビのストーリーになる」とテレ

ビのレポートを作成した。それは、1980年ＮＢＣから「もし日本に出来るなら何故我々に
出来ないのか？」という番組で放映された。日本製品の品質向上に基づく奇跡的な日本の

経済復興とともに、デミング博士のそこで果たした役割がアメリカで始めて紹介された。

全米で 1,400 万人が見たと言われる。この番組は強烈な反響を呼び、ビデオテープのコピ
ーの注文は何千という数になり、史上最高を記録した。 
―あの高品質な製品をつくる日本人に品質を教えたのは、実はアメリカ人だったのだー

その衝撃的事実は、人びとのアメリカ経済再興の願望と相重なり合って大反響をもたらし

たと思われる。アメリカ再興の夢がデミング博士一身に課せられたといっても過言ではな

い。それを受けて、ジョージワシントン大学主催による博士の 4日間セミナーが始まった。
このセミナーは米国の大都市の大きなホテルの大会議場を借り切って行うセミナーで 500
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人以上の人びとが毎回参加し、全米の主要な都市をまわり、年に２０回前後行われ、博士

が 1993年 12月 20日に亡くなられる 10日前まで続き、総動員数 20万人を越える史上最
大のセミナーとなった。 
上記のテレビ放送以来、デミング博士の事務所の電話はひっきりなしに鳴り続け、コン

サルテイングの問い合わせが絶えなかった。その中で特にフォードの会長のダン・ピーター

ソン氏は博士の助けを熱心に求めた。 当時フォードは日本車の攻勢にあい、青息吐息だ

ったが、デミング博士は 1981年の初めから毎月フォードを訪れ、指導をした。 その後フ
ォードの業績は見る見る内に回復し、1987 年には史上空前の利益を上げ、5,000 人を越え
る役職者には平均 5 万ドルのボーナス、時間給を含めた現場の従業員には平均 4,000 ドル
を越えるボーナスを支給するまでになった。そして、フォードの利益は過去 50年間で始め
てＧＭの利益を越えた。 一方、ＧＭもデミング博士の助けを求め、両社への指導は博士

が亡くなる 2週間前まで続いたのである。 
自動車会社は非常に裾野の広い産業なので、フォードとＧＭの回復が 80年代後半から９
０年代の米国の競争力の回復及び景気の回復に果たした役割は極めて大きい。しかし、フ

ォードやＧＭ以外にもデミングセミナーにはアメリカを代表する殆どの会社の幹部が席を

連ねたといっても過言ではない。IBM, AT&T, ボーイング、ダウ・ケミカル、プロクター・
アンド・ギャンブル、ＧＥエンジン、ＧＥキャピタル、アメリカン・エクスプレス、マリ

アット、フェデラル・エクスプレス、ヒューレット・パッカード、ゼロックス、モトロー

ラ等の大手営利企業のみならず、国防省や、エネルギー省の連邦政府、カリフォルニア州

政府、全国学校管理者協会等の政府及び公共団体も参加していたのである。 
 
デミング博士はアメリカで何を教えたか 
 
デミング博士が日本で教えた事は、シューハートによって打ち立てられた管理図を中心

とした統計的品質管理であった。すでにその中には後のデミング経営哲学の一部となるよ

うな人間に対する深い洞察力がみられ、人間の行動とその評価に関してばらつきが非常に

大事な役割をしているというメッセ－ジの原型が入っていた。 しかし、日本の受講者の

殆どが科学者や技術者であったがために、極めて狭い意味の単なる品質管理の技術論とし

てのみ理解された。 
一方、その前後にデミング博士はメキシコ、ギリシャ、インド等で講演をされたが、品

質革命を起こしたのは日本だけであるという事は特記に値する。 品質管理の技術が真に

効果を発揮するためには、安定雇用や人的資源を最も重要な資産と考える日本の伝統的な

企業文化が不可欠であるという事を、デミング博士は日本での成功体験から学ばれた。 そ

して、アメリカで 4日間セミナーを行った時はデミング経営哲学を講義したのである。 つ
まり、その内容はシューハートの統計的品質管理ばかりではなく、日本的経営が色濃く反

映されたものであった。 デミング博士は戦後日本では品質管理の技術を教えられたが、
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1980年代のアメリカではあらゆる組織体に競争力をつけるための経営哲学を教えられた。
これがいわゆる世間一般にＴＱＭと呼ばれるものである。デミング博士ご自身はデミング

哲学をＴＱＭと呼ばれる事を嫌われていたが、世間では彼はＴＱＭの世界最高の権威者だ

とみなしていた。 
 デミング哲学の主要な部分は「デミング１４ポイント」にまとめられているのだが、デ

ミング哲学の中で主張されているいくつかの点は 
１）組織体は競争力を維持するために常に向上し続けなければならない。 
２）品質が上がれば、生産性は自ずから上がる。 
３）同じ組織体の異なる部門は同じ目的のために協調しなければならない。 
４）品質は検査によってできるのではなく、はじめから工程に織り込まなければならない。 
５）仕入先を 1 社にしぼる方向に努力し、長期的な忠誠と信頼の関係に基づくようにしな
ければならない。 
６）人間の能力は簡単に計れるものではなく、安易な能力主義は止めなければならない。 
７）数字や数値目標による経営を止めなければならない。 
８）数量だけによる管理や、年次評価や、メリット評価等の従業員の誇りを奪うような諸

障害をとり除かなければならない。 
等であった。 日本人には当たり前と思われる点が多いが、個々の従業員を競争に駆り立

てる事によってのみ生産性は向上するとするアメリカの経営者に対して、１８０度の思考

の転換を迫るものであった。 反面、現在の日本が能力主義に向け急激な舵取りが始まり、

既に色々な問題が出て来ている現状を考える時、極めて先見性のある、深い洞察力を示し

たものとして、注目に値する。 
 デミング哲学を端的に表現するならば、恐れや不安を取り除き、信頼や協調に基づく企

業文化を育成する事によって、個々の勤労者の能力や創造力を最大限に発展させ、組織全

体の目的をより効率的に達成し、組織体の競争力を付けようとする経営の考え方である。 
 
ＴＱＭの効果（デミング哲学の効果） 
 
 デミング哲学（以後、一般に通りやすいＴＱＭという言葉をもちいる。）で成果の挙がっ

た組織体をニ、三例示する。 
 先ず、日本の民間企業で最大の収益力を誇るトヨタはＴＱＭ（一般のＴＱＭとは少々違

った、独自のＴＱＭを実践しているが）の最も盛んな会社である。又、トヨタ系 12社の集
まる愛知県は都道府県別の個人当たりの所得で東京に次いで第 2 位であり、ＴＱＭがマク
ロ的にも個人当たりの高所得という実際の数字になって現れている。 
 又、米国の民間企業の中で、最大の資産価値を多年度に亘って維持したＧＥ（General 
Electric）はシックス・シグマと呼ばれるＴＱＭの最も盛んな企業である。 
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 更に、米国連邦政府がクリントン政権の時、連邦政府の収支を、最後から 2年目に 29年
来の赤字を黒字に直し、最終年度には巨額の黒字にした主な手法もＴＱＭであった。 
 
なぜ日米の国際競争力は逆転したのか２） 

 
1997 年に 32 年間の米国在住の後、日本の品質管理を学ぶべく、私は早稲田大学に 1年
間の予定で客員教授として一時帰国した。そして、早速、日本品質管理学会に入り、ＱＣ

サークル全国大会や箱根のＴＱＭシンポジアムに参加する機会を得た。そこで、ある東大

の教授が「日本は現在安楽死の過程にある。」というコメントを聞き愕然としたのである。

思えばデミング博士が Ou  of Crisis （危機脱出）を著したのが 1982年であった。つまり
アメリカは現在危機にあるという認識があった。それがこの間わずか十数年で日米の立場

が全く逆転してしまったのである。 日本の識者達の多くは、日本のバブルの崩壊後その

後始末に明け暮れていた時にアメリカはＩＴ革命によって完全に日米の競争力を逆転させ

たと見ている。 それが事実であるならば、90年代に政府がＩＴ化に巨額の投資をした時、
競争力の差は縮小するはずであった。なぜ日本はアメリカに追いつけなかったのか。 

t

1980年代を通して、チームワークの推進、従業員の教育、失敗を恐れずチャレンジを可
能にする企業風土の育成など、米国はＴＱＭによって競争力を回復しており、そこへＩＴ

革命がもたらされたのである。 ＩＴ革命は、その前段階のＴＱＭの浸透があって始めて

可能だったのではないだろうか。 むしろ、ＴＱＭとＩＴのどちらの影響がより競争力に

貢献したかと言えば、私はＴＱＭだと思っている。 
日本ではＴＱＣとかＴＱＭとか全社的品質管理とか呼ばれても、事実上は圧倒的に多く

の場合において製造業の製造部門で行われたにすぎない。前述の箱根のＴＱＭシンポジア

ムでは 200 人以上のＴＱＭの指導者達が集まっていたが、私が「この中で文系出身者は手
を挙げて下さい」といった時、手を挙げたのは 3 人であった。これが日本の問題なのであ
る。日本には二三の例外を除いて殆どＴＱＭは存在しないのである。 
これに反して、米国では製造業ばかりでなく、サービス産業にＴＱＭが浸透している。

サービス産業は飲食店やホテルばかりではなく、電気、通信、電話、広告、銀行、証券、

保険、運輸、商事、不動産、病院、会計事務所、ソフトウエア会社、エアライン、各種修

理、小売、卸売り、賃貸、旅行代理店等もサービスであり、ＴＱＭがこれらの分野に浸透

していったのである。 
日本が競争力を持つためには、日本の多くの組織体が競争力を持つ必要がある。日本の

ＧＤＰのうち約７５％は非製造業、即ち、その殆どがサービス産業である。これらのサー

ビス産業にＴＱＭが浸透していず、競争力がないのが日本の最大の問題である。そればか

りか、営利企業だけではなく、政府機関も含めて、非営利組織も競争力に欠ける。 つま

り、ジェット機に例えていうならば、4発のエンジンのうち機能しているのは１つだけであ
り、製造業といういかに強力なエンジンと言えども全体を支えきれないのは明白である。 
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米国では政府は何をしたか 
 
 ８０年代後半から９０年代にかけて、米国では連邦政府や州政府がＴＱＭに非常に熱心

であった。 連邦政府は Federal Quality Institute（ＦＱＩ）を創り、連邦政府の多くの職
員にＴＱＭの教育を与えた。 ＦＱＩは独立採算制で、民間から専門家を調達し、連邦政

府の省庁から料金をとって訓練をしたわけである。 つまり訓練を与える事を商売として、

十分採算があったという事である。省庁はＴＱＭの訓練を受ける事が省庁の経済性にかな

うものであると判断したので、人材の育成のために、多数の人が訓練を受けたのである。 

これを現在の日本の行財政改革と比較した場合、日本では具体的にどういう方法で改善し

ていくのかという方法論が全く欠落している事がわかる。 
 更に、米国連邦政府は国際競争力を増強するために、法案を議会で成立させ、ＭＢ賞

（National Baldridge Quality Award）を創設した。 これは日本のデミング賞にならって
作られたものであるが、デミング賞が日本科学技術連盟という完全な民間団体によって運

営されてきたのと好対照である。米国の国家としての、競争力回復の努力のシンボルとし

て出て来たという事ができる。 このＭＢ賞では、製造業の他にサービス業の部門があり、

最近では、教育、医療にも授賞対象が広がってきているのは注目に値する。その上、４０

州以上の州で品質に関する賞が創設され、毎年数多くの組織体がその賞を受賞すべく努力

している。 
 又、クリントン政権の時、ゴア副大統領は政府大改革 (National Partnership of 
Reinventing Government)の先頭に立ち、ＴＱＭ的手法や考え方を最大限に活用し、クリ
ントン政権の最後から 2年目には連邦政府の財政の 29年来の赤字を黒字にし、最後の年に
は膨大な黒字にするのに成功し、共和党と民主党でその余剰資金の使い方で争ったという、

日本からみれば誠に羨ましい状況を作りだしたのである。 
 以上見てきたように、米国連邦政府はＴＱＭによる教育に資源を投入し、そこでできた

人材及び手法を連邦政府のあらゆる所で応用し、政府自体の競争力を高め、米国の国際競

争力の再生のために貢献した。 片や、日本の政府ではＴＱＭによる改革という発想は全

然無かったのである。 従って、日本の失われた 10年は、国内的な原因だけではなく、米
国におけるＴＱＭの広がりから来る米国の競争力の強化により、米国の「得られた 10年」
と対応し、日本の相対的競争力の低下からも起きたという事ができる。 
 
なぜ、サービス産業にＴＱＭが発展しないのか 
 
 日本は戦後、日科技連やデミング賞を中心として品質管理が盛んになり、日本製品の品

質に対する評価は急速に高まり、輸出は成長の一途を辿ったのである。しかしながら良く

調べると、ＴＱＣと言いながら圧倒的に製造業のものであり、製造業以外でもいくつかの
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企業で一時的には行われたのだが、ＱＣに熱心なトップが替わるとすぐに衰え、永く続か

なかった。それではなぜ、サービス産業にＴＱＣ及びＴＱＭが発展しないのだろうか。 
先ず第一に、Qualityを「品質」と訳したのは最大の誤りであった。 Qualityは質であ
って、品質ではない。Quality of Goodsが製品の質であり、その他サービスの質もあり、経
営の質、仕事の質、生活の質、もあるのである。 しかしながら、品質という意味合いか

ら、品物の質と理解され、当然のこととして製造業及び製造工程が連想されたのである。

従って同じ製造業で働いていても、非製造部門の人びとのＱＣ活動は限られていたのであ

る。 
 第二に、日本の社会的特性がタテ社会であったがために、工場で行われた事が非製造部

門に浸透し得なかった。特に文科系出身者と理工科系出身者は入社の時点から交わる事が

少なく、全く別の社会を形成していると言っても過言ではない状態があった。そのため、

理工科系で発展したＴＱＣの物の考え方や手法が、壁を越えて文科系の領域に入って来る

事がなかなか困難であった。 
 第三に、戦後日本の経済成長は長年順調に進み、日本の大企業に危機感が無く、親方日

の丸で、うまく行かない時は政府が助けてくれると考えていた。山一證券が良い例で、二

回倒産し、一回目は政府に助ける余力があったが、二回目には政府に助ける余力が無く、

廃業となった。 
 第四に、日本科学技術連盟は今まで日本のＴＱＣを現在のレベルまで引っ張ってきた中

心的存在であるが、名前からして、科学者、技術者が関係するものであり、それ以外の者

の関与すべきものではないというイメージがある。 従って、ＴＱＣやＴＱＭをあらゆる

組織に浸透させるためには、ＴＱＣやＴＱＭのＴによって表わされる Totalとは本当に何を
意味するのかを、じっくり考え直さなければならない。 
 第五に、経営学部や商学部でＴＱＭの科目がない。これでは文科系出身者が多く働く非

製造業や製造会社の非製造部門で働く分野にＴＱＭがなかなか広まらないのは当然である。 
米国では 1991 年に Harvard Business Review 誌に米国を代表する６社の社長が連名で
「公開状：大学にＴＱＭを」という論文を掲載し、大学院のＭＢＡのコースでＴＱＭを教

える事は国家的緊急事であると主張した。それ以後急速に米国の主要な大学の大学院では

ＴＱＭを教えるようになり、今では殆どすべてのＭＢＡプログラムでＴＱＭを教えるよう

になった。 米国のトップマネジメントの殆どがＭＢＡを持っていると言われるが、日米

間で考えると、ＴＱＭを知らないのは日本の文科系の卒業者だけという事態である。 
 前にも述べたように、技術系が働き手の中心となる分野では、日本の企業は競争力があ

り、文科系が主導する分野では、国際競争力に欠ける。 私は文科系の学部を卒業し、文

科系の大学院で学位を取り、現在は文科系の大学院で教えているので、この問題を深刻に

受け止めており、早急に文科系でＴＱＭを取り入れるべきだと提言する。 
第六に、理科系は学問の性格上、一般に問題解決型が多い。 基本的には、大局的には

理論を組み立て、又、個別的には仮説をたて、実験をし、仮説を立証したり、棄却する。
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こういう教育を受けてきた人達は、大学を卒業して、例えばエンジニアとして、仮説を立

て、その仮説に基づいて新製品を作成し、それを実験し、その結果を分析し、更に改善す

るというプロセスを繰り返し、製品を世に出す。 そして、その反応を見て、更に改善を

加えるという、常に自分たちの頭脳を使い、ブレーンストーミングを繰り返し、国際競争

力を付けて来た。 つまり大学にいる時からＰＤＳＡ（Plan, Do, Study, Act）のサイクル
を回して来た。 これに反して、文科系の学部では問題解決能力を訓練する機会が殆ど与

えられていない。特に研究対象が社会や組織体であるために実際に実験をする事が殆ど不

可能であり、理論を学ぶ事が中心となる。 つまり、ＰＤＳＡのサイクルで Doが完全に欠
落しており、真の学ぶという作業が行われていない。 極言すれば、plan ばかりがあり、
実際に行動を取る時までには学んだ事を忘れている。 いわばＰＰＰＦ（Plan, Plan, Plan, 
and Forget）のサイクルを回している事になる。３） 

 第七に、規制緩和が遅々として進まない。あまり多すぎる規制は民間の人びとのやる気

を削ぎ、自発性や創造力を失わせる。 私は米国である日本の外交官の講演を聞いた事が

ある。「米国ではこれこれはしてはいけないと言われない限り、すべてしても良いが、日本

ではこれこれはしても良いと言われない限り、すべてやってはいけないのだ」と。これは

日本と米国との違いを実によくあらわしている。 
 
結論 
 
日本はバブル崩壊後の失われた１０年を経験した。多少、景気が回復してきたような気

配も感じられる昨今であるが、米国や中国や東南アジアへの輸出にたよっている状況であ

り、内需も景気循環型の一時的な需要であるという見方がかなり支配的である。 
日本の景気が日本の全産業の国際競争力に支えられて始めて、持続的な経済成長が見込

まれ、それによって国民の将来に対する展望が明るくなり、個人消費が伸び、それが有効

需要を拡大し、さらに経済成長を促すというスパイラルにつながる。 そのためには、製

造業だけではなく、非製造業全般の国際競争力を高める事が不可欠である。 それはＴＱ

Ｍをこの分野に広める事なくしては達成し得ないであろう。この日本経営品質学会は正に

こういう国家的重要問題に取り組む学会として、その発展と活躍が望まれるのである。 
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